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第１ 当第三者委員会の設置目的、構成及び調査方法  

 １ 当第三者委員会の設置目的、構成及び報酬額  

当第三者委員会が設置された目的について、南島原市サテライトオ

フィスに関する第三者委員会条例第１条に、「南島原市サテライトオ

フィスに関する補助金の事務処理等（以下「本件」という。）に関し

て、調査、検証及び評価（以下「調査等」という。）を行うこと」と

されている  

構成委員（第３条）は、弁護士２名（大田委員、安永委員）、公認

会計士１名（八幡委員）の３名である。  

各委員の報酬額（附則第３項）は、委員会期日の日額１万 5,000 円

であり、期日外における資料検討及び本報告書作成の業務に対する報

酬はない。  

 ２ 調査方法  

当第三者委員会は、日弁連作成の「地方公共団体における第三者調

査委員会調査等指針について」等を参照しながら、主に以下の方法に

より調査を行った。  

① 市の関係部署に保存されている関係資料（電磁的記録含む）  

の検討 

② 市長、副市長、市職員及び関係者に対するヒアリング（書面に

よる質問含む）。なお、以下、役職は当時のものを記載する。  

③ 市職員及び関係者から提出のあった資料の検討  

 ３ 当第三者委員会の期日  

   当第三者委員会の期日は、令和７年３月 26 日（第１回）から令和

８年８月 31 日（第 23 回）まで、毎回約２時間、全 23 回である。  

   各期日において、委員全員で、上記条例第１条の定める調査及び

検証を行った。  
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各期日の概要は、南島原市のウェブページ「南島原市サテライトオ

フィスに関する第三者委員会」掲載の庶務作成「委員会結果概要」を

参照していただきたい。  

４ 本調査報告書の構成  

   下記「第２  事実認定」は、安永委員による起案を、委員全員で委

員会期日に協議し、大田委員により文章表現等の修正を行ったもの

である。各委員の事実認定は、大筋において相違はなかった。  

   下記「第３の１  大田委員による評価及び提言」「第３の２  八幡

委員による評価及び提言」「第３の３  安永委員による評価及び提

言」は、各委員による起案を掲載した。各委員において、上記条例

第１条の定める評価及び再発防止のための提言を行った。  

 

第２ 事実認定  

１ 人物等の表記  

  本件に関する人物等の表記は、すでに南島原市ウェブページ、新聞

等で公知されているものを除き、プライバシー等に配慮して、以下の

とおり、本件当時の役職名等及びアルファベットで表記する。  

２ みずなし本陣土地建物売買等  

(1) 道の駅みずなし本陣の土地売買  

令和４年 11 月下旬、株式会社エバーグリーンは、道の駅みず

なし本陣ふかえの跡地である南島原市深江町丁字川原尻及び同上

辛木崎所在の土地建物を株式会社みずなし本陣から購入する売買

契約を締結した（認定証拠①：みずなし本陣土地建物売買契約

書）。   

(2) 南島原市副市長Ａ氏及び商工観光課観光振興班長Ｂ氏からの株

式会社エバーグリーンに対する貸付  
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貸付の理由については、同年 11 月 16 日の株式会社みずなし本

陣臨時取締役会において、「道の駅みずなし本陣」の跡地を 11 月

30 日に株式会社エバーグリーンへ売却することが決定された。し

かし、株式会社エバーグリーンは売却日までに購入資金を調達す

ることが困難である状況に陥り、副市長Ａ氏に相談した。この相

談を受け、副市長Ａ氏は観光振興班長Ｂ氏にも資金援助を求め、

結果として両者は「道の駅が無くなるのを止めなければならな

い」という共通の考えから、株式会社エバーグリーンに購入資金

の貸付を行ったとのことである（Ａ氏、Ｂ氏のヒアリング）。  

３ 事業認定まで  

(1) 予算関係  

令和５年１月 18 日、総務部長査定において、予算要求（認定証

拠③-1 総務部長査定：令和５年度当初予算（案）再要求書）につい

て、ゼロ査定となった。  

令和５年２月１日、市長査定において、予算要求（認定証拠③-2

市長査定：令和５年度当初予算（案）再要求書）について、デジタ

ル田園都市国家構想交付金として 110,808 千円、うち国庫支出金

55,404 千円、一般財源として 55,404 千円とされた。「再要求のとお

りとする」と判断された（認定証拠③-3 歳出予算査定通知書・歳入

予算査定通知書・令和５年度南島原市一般会計予算（当初））。  

(2) 事業計画の提出、採択、交付決定、事業認定  

令和５年１月 25 日、地方創生テレワーク事業計画書が株式会  

社エバーグリーンから提出され、県経由で内閣府に提出された（認

定証拠④「地方創生テレワーク事業計画（施設整備・利用促進事

業）の提出について」と題する起案書）。  

同年３月９日、内閣府より、デジタル田園都市国家構想交付金を
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採択された（認定証拠⑤当時のメール・交付対象事業一覧）。  

同年３月 14 日、南島原市長Ｃ氏から、内閣総理大臣宛に、デジ

タル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）の交付金

52,300 千円の交付申請が行われた（認定証拠⑥デジタル田園都市国

家構想交付金（デジタル実装タイプ）交付申請書）。  

同年４月１日、金 52,300 千円の交付決定がなされた（認定証拠

⑦デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）交付決

定通知書）。  

同年４月 11 日、南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補

助金交付要綱が告示された（認定証拠⑧サテライト要綱（改正前）

告示第６３号）。  

同年５月 18 日、株式会社エバーグリーンより、 100,600 千円の事

業計画認定申請（認定証拠⑨「南島原市サテライトオフィス等開設

支援事業補助金にかかる事業計画認定について」と題する起案書、

事業計画認定申請書）が行われた。  

同年５月 24 日、南島原市長Ｃ氏より、株式会社エバーグリーン

に対し、事業計画認定が通知された（認定証拠⑩事業計画認定書

（指令５南商第４号））。  

同年５月 26 日、株式会社エバーグリーンより、補助金の交付申

請が行われた（認定証拠⑪「南島原市サテライトオフィス等開設支

援事業補助金の交付決定について」と題する起案書、南島原市サテ

ライトオフィス等開設支援事業補助金交付申請書）。  

同年５月 30 日、南島原市長Ｃ氏は、同交付決定をした（認定証

拠⑫南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金交付決定通

知書（指令５南商第４号）・支出負担行為書）。  
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(3) 株式会社エバーグリーンと元請会社Ｄ社との請負契約等  

同年７月４日、株式会社エバーグリーンは元請会社Ｄ社との間

で、サテライトオフィス工事について、請負代金 9,900 万円（消費

税込み）、請負代金の支払時期を「契約成立の時に」全額、着工同

年７月４日、完成同年９月 27 日、引渡同年９月 30 日とする請負契

約を締結した（認定証拠⑬工事請負契約書、株式会社エバーグリー

ンの取締役Ｅ氏、元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏のヒアリング）。  

元請会社Ｄ社は、建設業許可の関係で、 500 万円以下の工事しか

受注できなかった。（Ｆ氏のヒアング）。  

元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏によると、元請会社Ｄ社は、Ｇ氏

（市の把握している情報では整体師）から、同工事を持ち掛けられ

たとのことである（同上）。  

元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏によると、元請会社Ｄ社は、Ｇ氏

とＨ氏（市の把握している情報では人材派遣業者）から、同工事の

下請会社としてＩ株式会社を紹介されたとのことである（同上）。  

元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏によると、元請会社Ｄ社は、Ｇ氏

から、株式会社エバーグリーンとの同工事請負契約は代金一括払い

とするよう話があったとのことである（同上）。  

株式会社エバーグリーンの取締役Ｅ氏によると、同年７、８月

頃、事業資金の融資をする金融機関を探していたが、見つからなか

ったとのことである（Ｅ氏のヒアリング）。  

４ 概算払及び委任払に至る経緯  

(1) 株式会社エバーグリーンから市への相談  

同年７、８月、株式会社エバーグリーンの取締役Ｅ氏は南島原市

に対し、事業資金の相談を行った。  

株式会社エバーグリーンの取締役Ｅ氏によると、市役所の応接室
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において、市長Ｃ氏、副市長Ａ氏と話し、Ｅ氏は事業資金の融資を

してくれる機関を紹介してほしいと話したところ、市長Ｃ氏及び副

市長Ａ氏はできることは協力する旨述べたとのことである（Ｅ氏、

Ｃ氏、Ｂ氏のヒアリング）。 

(2) 概算払の条文を新設する要綱改正  

同年７月中旬、商工観光課から財政課に対し、補助金の概算払  

を行いたいが、財政課所管の南島原市補助金等交付規則第１６条第

２項を根拠として支出することはできるかとの問い合わせがあり、

財政課は、概算払は地方自治法施行令や補助金交付規則で規定して

いるので出来ないことはないが、個別の補助金規則や要綱なりで概

算払できるように例規を整備した上でするべきではないかと回答し

た（財政課財務班長Ｊ氏、Ｂ氏らのヒアリング）。  

観光振興班長Ｂ氏によると、副市長Ａ氏から、概算払ができるか

確認するよう指示を受けたとのことである（Ｂ氏のヒアリング）。 

地域振興部地域づくり課長Ｋ氏によると、同年７、８月ごろ、副

市長Ａ氏ないし観光振興班長Ｂ氏から、補助金の概算払ができるか

質問があり、サテライトオフィスの要綱には概算払の文言を入れて

いないので出せないのではないかと回答したところ、できれば出せ

る方向で考えて欲しいと副市長Ａ氏から言われ、要綱を整備したと

のことである（Ｋ氏、Ｂ氏らのヒアリング）。  

一方で、副市長Ａ氏によると、同氏は稟議書が回ってきた段階で

概算払の事実を知ったとのことである（Ａ氏のヒアリング）。  

同年８月 18 日、南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補

助金交付要綱第 11 条の２を追加する改正が行われ、「この補助金

は、概算払の方法により交付することができる。」と定められた

（認定証拠⑭サテライト要綱（改正後）令和５年告示 119 号）。  
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概算払の条文新設に至る経緯について、当第三者委員会は、株式

会社エバーグリーンから事業資金について要望を受けた副市長Ａ氏

は、担当課等に概算払ができるよう打診した可能性が高いとの心証

である。  

(3) 委任払に至る経緯  

令和５年８月中旬、観光振興班長Ｂ氏は、上司にあたる商工観光

課長Ｌ氏に、概算払について相談し、市と株式会社エバーグリーン

との間の協議書を作成することとなった（Ｂ氏らのヒアリング、認

定証拠⑮「南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金に係

る協議書」と題する書面）。  

また、観光振興班長Ｂ氏によると、同年８月頃、副市長Ａ氏か

ら、元請会社Ｄ社への補助金振込の話があり、観光振興班長Ｂ氏は

委任状が必要ですねと話したとのことである（Ｂ氏のヒアリン

グ）。 

同年８月 21 日、株式会社エバーグリーンの関係会社に当時勤務

していたＭ氏から観光振興班長Ｂ氏に、「見積書訂正の件」と題す

るメールの送信があった（認定証拠⑯「見積書訂正の件」と題する

メール、Ｍ氏、Ｂ氏のヒアリング）。  

上記メールには、株式会社エバーグリーンから南島原市宛の「一

括払いの要望」と題するファイル、元請会社Ｄ社のサテライトオフ

ィス改装工事見積書ファイルが添付されていた。上記「一括払いの

要望」には、「当社としても、できるだけ早い着工、完工を必要と

しているため、上記事情を斟酌していただき、概算払いでの全額支

払いをお願いしたい。」と記載されている。  

観光振興班長Ｂ氏の指示を受けた観光振興班主事Ｎ氏は、同年８

月 21 日、「確認書」と題する書面及び「南島原市サテライトオフィ
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ス等開設支援事業補助金に係る協議書」と題する書面の文案を作成

した（Ｎ氏、Ｂ氏のヒアリング、認定証拠⑰「確認書」と題する書

面、認定証拠⑮「南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助

金に係る協議書」と題する書面）。 

観光振興班長Ｂ氏によると、副市長Ａ氏から、株式会社エバーグ

リーンから確認書を取るよう指示があったとのことである（Ｂ氏の

ヒアリング）。 

観光振興班長Ｂ氏及び観光振興班主事Ｎ氏は、同年８月 22 日、

南島原市深江町丁字所在の建物にいた株式会社エバーグリーンの取

締役Ｅ氏を訪れ、「確認書」及び「協議書」を提示したが、誤字が

見つかった。観光振興班主事Ｎ氏は、誤字を修正するため、いった

ん市役所に戻り、修正をして、再度Ｅ氏を訪れた（Ｎ氏、Ｂ氏、Ｅ

氏のヒアリング、認定証拠⑮「南島原市サテライトオフィス等開設

支援事業補助金に係る協議書」と題する書面、認定証拠⑰「確認

書」と題する書面、認定証拠⑱「委任状」）。 

上記「確認書」の Word ファイルの更新日時は 2023 年８月 22 日

12 時 28 分となっており、「協議書」の Word ファイルの更新日時は

2023 年８月 22 日 13 時 00 分となっている。  

同年８月 23 日、観光振興班主事Ｎ氏は、株式会社エバーグリー

ンの押印のある「協議書」を受領し、同「協議書」をスキャンして

保存した。この時点では市長Ｃ氏の職印はなかった。この時点の

「協議書」ファイルの更新日時は、 2023 年８月 23 日 13 時 43 分と

なっている。（Ｎ氏のヒアリング、認定証拠⑲「商工観光課  業務

フォルダ内データ」） 

同年８月 24 日頃、概算払による補助金交付申請の伺いの起案文

書が作成され、南島原市と株式会社エバーグリーンとの間の「協議
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書」が作成された。「概算払起案文書」と題する PDF ファイルの更

新日時は 2023 年８月 24 日となっており、「南島原市サテライトオ

フィス等開設支援事業補助金に係る協議書（押印済み）」と題する

PDF ファイルの更新日時は 2023 年８月 24 日となっている。  

この点、「南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金の

概算払い（１回目）について（伺い）」と題する起案文書上の起案

日及び決裁日は令和５年８月 21 日と印字されているが、当第三者

委員会の心証では、上述の経緯から実際は令和５年８月 24 日頃に

決裁された。（認定証拠⑳「南島原市サテライトオフィス等開設支

援事業補助金の概算払い（１回目）について（伺い）」と題する起

案文書）  

上記「南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金に係る

協議書」と題する書面は、市長の職印及び株式会社エバーグリーン

の押印があり、「‥補助金の一部を概算払いとして乙（株式会社エ

バーグリーン）の請求に応じて支払う。‥」「（２）概算払時期  令

和５年８月末」「（３）概算払金額  90,000,000 円」「（４）支払方法  

請求書提出により乙が指定する口座に甲（南島原市）が振り込

む。」等の記載がある。  

上記「確認書」は、株式会社エバーグリーンの押印及びＰ氏が取

締役をするＱ株式会社の押印があり、作成日付は令和５年８月 22

日とあり、「本補助金の活用にあたり、認定を受けた事業計画に基

づき事業を行います。」「本補助金を第三者に貸し付け・譲渡・交換

しません。」「これらの内容を違反した場合は補助金の返還を行いま

す。」等の記載がある。  

Ｐ氏は、株式会社エバーグリーンのアドバイザー的存在であり、

本件以前から副市長Ａ氏と面識があった（Ｅ氏、Ｍ氏、Ａ氏らのヒ
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アリング）。  

上記「協議書」は上記起案文書に添付されたが、上記「確認書」

は上記起案文書にも後述の「支出命令書」にも添付されなかった。  

上記「委任状」は、委任者である株式会社エバーグリーンの押印

があり、作成日付は令和５年８月 21 日とあり、「‥下記の権限を委

任します。振込先は次の口座にお願いします。」「南島原市サテライ

トオフィス等開設支援事業補助金の改修工事等経費の受領に関する

一切の権限」との記載、元請会社Ｄ社名義口座の口座番号の記載が

ある。  

上記「委任状」は後述の「支出命令書」には添付されたが、上記

起案文書には添付されなかった。  

観光振興班長Ｂ氏によると、株式会社エバーグリーンに「委任

状」雛型をメールで送付し、同年８月下旬、上記「確認書」ととも

に「委任状」を受け取ったとのことである（Ｂ氏のヒアリング）。 

 (4) 会計課の対応  

同年８月下旬、商工観光課長Ｌ氏及び観光振興班長Ｂ氏に対し、

会計管理者兼会計課長Ｏ氏から、補助金概算払の「支出命令書」の

決裁過程において、支出命令書に上記「委任状」が添付されていた

ことから、補助金の委任払ができるかと質問し、Ｏ氏は委任払には

問題があるとして一旦保留となった（Ｏ氏、Ｌ氏、Ｂ氏らのヒアリ

ング）。  

そこで、商工観光課長Ｌ氏及び観光振興班長Ｂ氏は、副市長Ａ氏

に相談をした（Ｌ氏らのヒアリング）。 

その後、会計管理者兼会計課長Ｏ氏によると、同年８月下旬、副

市長室において、Ｏ氏は副市長Ａ氏に、支払先が第三者であること

は出来ないわけではないが、まずいと話したところ、副市長Ａ氏か
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ら、月末までに事業を進めなければならないとの話があった。ま

た、出来ないわけではないということなら、進めてもらいたいとい

うことから、Ｏ氏は概算払及び委任払となる「支出命令書」の決裁

をしたとのことである（認定根拠㉑支出命令書、Ｏ氏のヒアリン

グ）。 

  (5) 支出行為、振込金の行方  

同年８月 31 日、南島原市は、元請会社Ｄ社名義の口座に、金 

9,000 万円を振り込んだ。  

元請会社Ｄ社名義の通帳によると、同 9,000 万円の大部分は、同

日、下請会社Ｉ株式会社、Ｇ氏（市の把握している情報では整体

師）の関係会社、Ｈ氏（市の把握している情報では人材派遣業者）

の関係会社、その他複数の口座（市の把握している情報では解体業

者等の口座）に分散して振り込まれた。  

元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏によると、同年８月、Ｇ氏から福

岡市東区にあるコメダ珈琲に呼び出され、取り分の話をされたこと

があるとのことである（Ｆ氏のヒアリング）。  

分散して振り込まれた金員のその後の流れ、Ｇ氏、Ｈ氏らの関係

性等については、本件（南島原市サテライトオフィスに関する補助

金の事務処理等）の調査の範囲外である。  

 

第３の１ 大田委員による評価及び提言  

１ 南島原市サテライトオフィスに関する補助金の事務処理等（以下「本

件」という。）に関する評価  

(1) 概算払で補助金交付することとした判断に対する評価  

   令和５年８月下旬、「支出負担行為書」記載の「南島原市サテライ

トオフィス等開設支援事業補助金」について、交付決定額１億 60 万
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円のうち 9,000 万円の概算払を行うとの判断がなされている。地域

振興部商工観光課観光振興班主事作成の「起案用紙  件名  南島原

市サテライトオフィス等開設支援事業補助金の概算払い（１回目）

について（伺い）」には、市長、副市長、地域振興部長、商工観光課

長、観光振興班長の電子決裁押印がある（役職は当時のものを記載

する。以下同様）。  

   そこで、概算払で補助金交付することとした市長の判断に裁量の

逸脱・濫用があるか否かが法的な問題となりうる。  

   この点、地方自治法施行令第 162 条３号で概算払をすることがで

きる経費として補助金が挙げられているが、地方自治法第 232 条の

５第２項は概算払を支出の特例としており、通常の支出方法は、債

務である金額が定まり、支払いの期限が到来しており、支出の相手

方が正当な債権者であることを必要とする（「逐条  地方自治法」（佐

藤文俊著）Ｐ790）。 

南島原市補助金等交付規則第 16 条第２項は「市長は、特に必要が

あると認めるときは、補助金等を概算払又は前金払により交付する

ことができる。」と規定していること、地方自治法第 232 条の２は「普

通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又

は補助をすることができる。」と規定していることからも、市長の補

助金交付に関する裁量は完全な自由裁量ではない。  

本件概算払の目的について、上記「起案用紙  件名  南島原市サ

テライトオフィス等開設支援事業補助金の概算払い（１回目）につ

いて（伺い）」には記載がない。地域振興部地域づくり課定住移住班

参事作成の令和５年８月 17 日付け「起案用紙 件名 南島原市サテ

ライトオフィス等開設支援事業補助金交付要綱の一部改正について」

には、同要綱第 11 条の２を追加する改正理由について、「サテライ
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トオフィス等を整備する民間事業者等に対して、開設時の施設運営

の財政を圧迫しないようにするため」とある。南島原市サテライト

オフィス等開設支援事業補助金交付要綱（以下「本件補助金交付要

綱」という。）第１条（趣旨）には、「サテライトオフィス等の誘致に

より、都市部からの企業及び人の流れを創出することを目的に」と

ある。したがって、概算払の目的には相当性が認められる部分があ

る。 

しかし、本件において概算払で補助金交付することとした判断は、

書類上（電磁的記録含む。以下同様）、上記「起案用紙  件名  南島

原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金の概算払い（１回目）

について（伺い）」の決裁過程でなされているところ、同書本文には、

以下の記載しかない。  

----------------- 起案用紙  記載内容  ------------------ 

『標記の件について、株式会社エバーグリーンと協議を行った結

果、交付決定を行っている補助金の一部を概算払いとして支払い、

サテライトオフィス建設工事を進めることとなりました。  

つきましては、南島原市と株式会社エバーグリーンとの間で別

添協議書を作成してよろしいか伺います。  

また、併せて、株式会社エバーグリーンから概算払請求書の提

出があった場合には、南島原市サテライトオフィス等開設支援事

業補助金交付要綱第 11 条の２及び南島原市補助金等交付規則第

１６条第２項の規定により概算払いでの補助金交付を行ってよ

ろしいか伺います。  

 記  

１．補助金名：南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金  

    ２．申請者：株式会社エバーグリーン  代表取締役  （氏名）  
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    ３．交付決定額：１００，６００，０００円  

    ４．概算払額：９０，０００，０００円  

    ５．支払時期：令和５年８月末  

    ６．支払方法：申請者が指定する口座へ振り込む。  』 

-------------------------------------------------------- 

同「起案用紙」からは、本件概算払の必要性、相当性等について慎

重な検討がなされた形跡は見受けられない。なお、南島原市補助金

等交付規則第１６条第２項は「特に必要があると認めるとき」と規

定するが、本件のような多額の補助金の概算払について必要性だけ

を考慮事由とすることは不適切であり、同項は考慮事由を必要性だ

けに限るものではないと解釈する。  

当第三者委員会における市職員らに対するヒアリングによると、

令和５年８月に副市長から原課職員に本件補助金の概算払ができる

かとの話があり、本件補助金交付要綱に概算払の請求手続の条項（第

11 条の２）を追加する改正を行ったが（令和５年８月 18 日告示第

119 号）（上記第２の４（２））、その後も本件概算払の必要性、相当

性等について慎重な検討はなされていない。 

加えて、本件概算払の金額は 9,000 万円と多額であること、同額

は交付決定額の大部分であり進捗（出来高）に応じた段階的な概算

払等のリスクのより少ない代替案を検討した形跡はないこと、概算

払後に開設工事が行われないというリスクへの実効性のある対策は

講じられていないこと、概算払の時点で開設工事は殆ど進捗してい

なかったこと、令和元年度から令和５年度の間に南島原市地域振興

部所管における概算払（ 100 万円以上）をした事例はいずれも進捗

（出来高）に応じたものであったこと、令和５年８月末限り 9,000 万

円一括概算払は補助対象者（株式会社エバーグリーン）主張の都合
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（株式会社エバーグリーンと元請会社Ｄ社との契約内容）に合わせ

たものであることなどの諸事情にも鑑みると、本件概算払をするこ

ととした判断は不当であったと考える。  

(2) 概算払に加えて委任払で補助金交付することとした判断に対す

る評価  

   令和５年８月下旬、補助金 9,000 万円の概算払を委任払で行うと

の判断がなされている。  

「起案用紙  件名  南島原市サテライトオフィス等開設支援事業

補助金の概算払い（１回目）について（伺い）」には、委任払につい

て全く記載はない。  

本件概算払の判断過程においては、委任払について検討はなされ

ていなかった。委任払で補助金交付することとした判断は、概算払

の「支出命令書  摘要 南島原市サテライトオフィス等開設支援事

業補助金（概算払／１回目）」（起票日令和５年８月 22 日、決裁日同

月 29 日）の決裁過程においてである。なお、同「支出命令書」にも

委任払について全く記載はなく、振込先口座を元請会社Ｄ社名義の

口座とする補助事業者（株式会社エバーグリーン）作成の委任状が

添付されているだけである。  

支出命令とは、地方公共団体の長又はその権限の委任を受けた職

員が、支出負担行為に関わる地方公共団体の金銭債務の債権者及び

金額が確定し、かつ履行期が到来したものと認めて、会計管理者に

対し、当該金額の支出を命令する行為である（地方自治法第 232 条

の４第１項、同法施行令第 160 条の２）。  

本件における上記「支払命令書」には、商工観光課長、観光振興班

長及び同班主事の電子押印、出納機関である会計管理者兼会計課長

及び同課班長の電子押印はあるが、市長、副市長の電子押印はない。  
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法令等を確認したところ、委任払については、本件補助金交付要

綱及び南島原市補助金等交付規則に規定はない。  

本件補助金交付要綱第１条（趣旨）は「市は‥（中略）‥その交付

については、デジタル田園都市国家構想交付金制度要綱 (令和５年１

月 25 日付け府地創第 414 号)、デジタル田園都市国家構想交付金 (デ

ジタル実装タイプ )交付要綱(令和４年２月 25 日付け府地創第 63 号)

及び南島原市補助金等交付規則 (平成 18 年南島原市規則第 35 号。以

下「規則」という。)に定めるもののほか、この告示の定めるところ

による。」と定め、デジタル田園都市国家構想交付金制度要綱第１通

則は「デジタル田園都市国家構想交付金に関しては‥（中略）‥並び

に補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律

第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

（昭和 30 年政令第 255 号）その他の法令に定めるもののほか、この

要綱により基本的な枠組みを定める。」と定めているが、これら法令

等にも委任払に関する規定は見受けられない。  

南島原市会計規則第 40 条４項に「債権者が代理人に請求権又は受

領権を委任したときは、請求書にその旨を付記するとともに委任状

を添付させなければならない。」との規定はあるが、同項は上記１（１）

で述べた諸事情のある補助金の概算払の委任払をも想定した規定と

は考え難い。  

また、上述のとおり本件委任払の判断は概算払の上記「支出命令

書」の決裁過程においてなされているところ、当第三者委員会にお

ける市職員らに対するヒアリングによると、会計管理者は委任払に

は問題がある旨伝えて原課に差し戻したが、その後副市長から会計

管理者に委任払で進めたい旨話があり、会計管理者は支出命令書に

電子押印をしたというのである（上記第２の４（３））。そうであれ

https://www1.g-reiki.net/city.minamishimabara/reiki_honbun/r405RG00000257.html
https://www1.g-reiki.net/city.minamishimabara/reiki_honbun/r405RG00000257.html
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ば、委任払の判断過程において、委任払の必要性、相当性等について

慎重な検討がなされた事実は認められない。市長は会計を監督し（地

方自治法第 149 条５号）、会計管理者は市長の支出命令を審査すると

いう（同法第 232 条の４第２項）、法の予定する内部統制が機能しな

かったとも評価しうる。  

加えて、市において委任払の振込先である元請会社Ｄ社の信用性

等について調査した形跡はなく、委任払後に開設工事が行われない

というリスクへの実効性のある対策も講じられていない。  

以上から、上記１（１）で述べたとおり本件概算払をする判断は不

当であったことに加えて、委任払とする判断はより不当性が大きく、

よって、本件概算払に加えて本件委任払をすることとした判断は著

しく不当であったと考える。なお、違法性の有無等については、司法

審査によるものであることから、当職の意見は記載しない。  

２ 本件に関する提言  

 (1) 弁護士実務経験に基づく提言の前提  

当職の本件に関する評価は上記１のとおりであるが、当職は日常

的に行政法を扱う弁護士ではない。  

当職が当第三者委員会の委員を委嘱された理由は、弁護士の実務

経験に基づく調査等も期待されてのことと思料することから、以下、

当職の日常的な弁護士業務のうち本件と共通項のある業務（成年後

見等）に鑑みながら提言を行う。  

 (2) 提言①：市長、副市長及び市職員は、その職務において、公金を

扱っているという認識を常に持つべきこと。  

    本件概算払及び委任払をされた補助金 9,000 万円は、税金等を原

資とする公金である。  

    市長、副市長及び市職員は、その職務において税金等を原資とす
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る公金を扱っているのであるから、その扱いは適正な目的のために

慎重に行うという心構えを常に持つべきである。  

 (3) 提言②：市長、副市長及び市職員は、法令等においてある行為が

「できる」等規定されている場合でも、完全な自由裁量ではないこ

とを再認識すべきこと。  

令和５年８月本件補助金交付要綱に概算払の請求手続の条項（第

１１条の２）を追加する改正が行われているが、その後も本件概算

払の必要性、相当性等について慎重な検討はなされていない。  

上記１（１）で述べたとおり、市長の補助金交付に関する裁量は完

全な自由裁量ではないのであるから、本件概算払についてかかる検

討が必要であった。  

この点、「逐条  地方自治法」（佐藤文俊著）Ｐ 782 にも、寄附又は

補助に関する規定である地方自治法第 232 条の２について、「「公益

上必要がある」か否かは、一応当該団体の長及び議会が個々の事例

に即して認定するが、これは全くの自由裁量行為ではないから、客

観的に公益上必要であると認められなければならない（行実昭和 28、

６、29）。当該団体としては寄附又は補助を行うに当たっては慎重に

必要性及び効果等について検討を要する。」とある。  

(4) 提言③：市は、市職員が誠実公正な職務を行える職場環境の形成

維持に努めること。  

    本件委任払に至る判断過程において、会計管理者は、委任払には

問題がある旨伝えて原課に差し戻した。また、当第三者委員会の市

職員に対するヒアリングによると、当時、財政課職員の中にも原課

に対し、概算払の委任払には問題がある旨意見を述べた者がいた。

しかし、その後、副市長から会計管理者に委任払で進めたい旨話が

あり、会計管理者は支出命令書に電子押印をしたというのである。 
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    会計管理者は当該普通地方公共団体の会計事務をつかさどると

ころ（地方自治法第 170 条１項）、上述の委任払に至る判断過程では

会計管理者の誠実公正な職務が阻害されたとも評価しうる。  

    当第三者委員会における複数の市職員からのヒアリングにおい

て、当職は、地方公務員法第 32 条が規定する「上司の職務上の命

令」とは言い難い、職場における関係性（上下関係等）が市職員ら

の判断に影響した可能性があるとの心証を受けた。  

 (5) 提言④：重要な公金支出の判断過程において、原課及び決裁者は、

同支出の必要性、相当性等について慎重な検討を行うこと。  

   本件概算払及び委任払は、上述のとおりリスクが相当大きい行為

である。  

   重要な公金支出を行うか等を判断する場合、その支出の必要性、

相当性等について、重要な関係資料及び検討資料をもとに慎重に検

討すべきである。  

本件における資料として、当該補助事業の関係資料に加えて、（補

助金の）概算払・委任払に関する①法令等、②裁判例、③行政実例、

④文献、⑤関係機関への照会等が考えられる。  

   上記１（１）で述べたとおり、市長らの電子決裁押印のある「起

案用紙 件名 南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金

の概算払い（１回目）について（伺い）」からは、本件概算払の必要

性、相当性等についてかかる検討がなされた形跡は見受けられない。     

 (6) 提言⑤：重要な決裁を求める起案文書等には、別紙理由書を作成

するなどして判断過程（必要性、相当性等の検討過程）を記載し、

重要な関係資料及び検討資料に番号を付して同起案文書等に添付し、

理由書の中で同資料（同番号）を引用し、理由書の下部に「添付資

料」一覧としての資料の表題を番号順に列記すること。  
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    本件概算払の決裁をした上記「起案文書」、本件委任払に至った上

記「支出命令書」に、本件概算払及び本件委任払を行う理由（必要

性、相当性等の検討の過程）は記載されていなかった。  

また、上記「起案文書」「支出命令書」には添付資料一覧の記載も

なく、当第三者委員会の本件の調査において添付資料の確定に支障

が生じた。  

 

 

第３の２ 八幡委員による評価及び提言  

１．本件に関する評価  

(1) 倫理条例及び倫理規程について  

   南島原市職員倫理規程（平成 31 年４月 25 日訓令第 68 号）第２条

第５項第２号に規定する補助金等を交付する事務に携わる者が交付

する事務上の利害関係者となる株式会社エバーグリーンに対して金

銭の貸付を行っていることは、同規程第４条（禁止行為等）に規定す

る利害関係者から金銭の貸付を受けることと同じく禁止行為等に該

当すると解され、違反行為となる。その適用は観光振興班長になされ

る。また、職員以上に倫理責任が問われる副市長も該当するものと解

される（役職は当時のものを記載する。以下同様。）。  

   あわせて、南島原市長等政治倫理条例（平成 31 年３月 28 日条例第

２号）第３条（政治倫理基準）第１号に規定する「その職務に関し不

正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこと」に特別職である

副市長は抵触すると考えられる。  

   この違反の解消には、株式会社エバーグリーンから副市長 2,500 万

円、観光振興班長 500 万円の合計 3,000 万円の貸付金の返済を受ける

必要があり、金銭の貸借の関係がない状態で補助金申請を受け付ける
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べきである。仮に貸付金の返済を受け、金銭の貸借関係を解消した状

態で補助金申請を受け付けたとしても株式会社エバーグリーンにと

って補助金事業を進めるための資金状況に貸付金の返済資金も加わ

ることは、補助金事業を進めるための資金状態が極めて困難なものと

なり、申請は現実としてなされることはなかったと言えよう。  

   当該貸付金の事実を市長が知ったのは、補助金 9,000 万円の支出が

なされた令和５年８月 31 日から約１年後の令和６年８月初旬に一般

の人に話を聞いて副市長に確認したことによるとされている。  

   上記の状態は、内部統制上、その目的の１つである「業務に関わる

法令等の遵守」（業務に関わる法令その他の規範を遵守すること）（「地

方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（平成 31

年３月、令和６年改定  総務省）」（以下「内部統制ＧＬ」という。）Ⅰ

１（１）③）上問題となる。さらに内部統制を構成する基本的要素の

うち「統制環境」（組織文化を決定し、組織内の全ての者の統制に対す

る意識に影響を与えるとともに他の基本的要素の基礎をなし、それぞ

れに影響を及ぼす基盤）（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１（２）①）及び「情報

と伝達」（必要な情報が識別・把握及び処理され、組織内外及び関係者

相互に正しく伝えられることを確保すること）（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１

（２）④）の観点から問題となる。  

(2) 「支出命令書」（令和５年８月 29 日決裁）の専決について  

   南島原市事務決裁規程（平成 18 年３月 31 日訓令第３号）第９条第

１項は「重要な事項及び異例又は疑義のある事項については専決する

ことができない」と規定している。  

   本件は同条第２項の例示の重要な事項と同様、内容及び金額からみ

て重要な事項と言える。次に従来の南島原市における全額一括概算払

（前払）そして委任払の例は、第三者委員会の入手資料で確認したと
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ころ、本件以外に３件ある。いずれも対象となる補助金事業が行事・

イベント等の実行が間違いなく見込めることや、補助金の全額が 50～

108 万円と多額にならず、補助金事業者の動向の把握も容易であるこ

と等からみて、本件は異例の事項と言える。あわせて第三者委員会の

市職員等に対するヒアリングによれば会計管理者により、支出命令書

に対して委任払についての疑義が呈されたことを勘案すると、本件は

「重要な事項及び異例かつ疑義ある事項」として専決できないものと

考える。  

   本件は同条第１項に基づく市長までの決裁も、第３項に基づく副市

長までの決裁と当該処理をした内容についての市長への速やかな報

告もなされておらず、決裁規程にない副市長の指示を受けて会計管理

者である会計課長と原課の商工観光課長による専決がなされ、「支出

命令書  摘要  南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補助金

（概算払／１回目）」（起票日：令和５年８月 22 日、決裁日：同月 29

日）は決裁された。  

   専決できない支出命令書が専決により決裁されるという不適正な

事務処理の結果、本件に関わるリスクが現実のものとなり、市民をは

じめとした利害関係者からの市の行政執行に対する信頼を損うとい

う影響が生じたことは問題と言わざるを得ない。  

   上記の状態は、内部統制上「業務に関わる法令等の遵守」（「内部統

制ＧＬ」Ⅰ１（１）③）及び基本的要素のうち「リスクの評価と対応」

（組織目的の達成に影響を与える事象について、組織目的の達成を阻

害する要因をリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへの適

切な対応を選択するプロセス）（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１（２）②）の観

点から問題となる。  

(3) 委任払の不適切な事務手続について  
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   南島原市会計規則（平成 18 年３月 31 日規則第 37 号）第 40 条（請

求書等の内訳）第４項に規定する「債権者が代理人に請求権又は受領

権を委任した時は請求書にその旨を付記するとともに委任状を添付

させなければならない」に対し、本件の「支出命令書  摘要  南島原

市サテライトオフィス等開設支援事業補助金（概算払／１回目）」（起

票日：令和５年８月 22 日、決裁日：同月 29 日）の添付資料の様式６

号（第 16 条関係）の「南島原市サテライトオフィス等開設支援事業補

助金交付請求書（概算払）」に「その旨」すなわち「委任払」の付記が

記載されていない。  

   第三者委員会における市職員等に対するヒアリングによると、上記

「支出命令書」の伺及び上記請求書を作成した観光振興班主事Ｎ氏に

は委任払の認識はなく、委任状の書式が前もって観光振興班長から補

助金事業者である株式会社エバーグリーンにわたっていたことを令

和５年８月 22 日の道の駅での関係書類の捺印の際、初めて知ったと

いう事情が報告されている。すなわち請求書作成時点では委任払は何

ら考慮されていなかったということになる。また委任状には受任者

（代理者）である元請会社Ｄ社の代表取締役Ｆ氏の署名（記名）・押印

の記載はない。  

   同じく第三者委員会における市職員等に対するヒアリングによる

と、上記「支出命令書」の専決者の一人である原課の商工観光課長は

「電子決裁」を行う際に、添付資料の委任状を見落したことが判明し

ている。  

   上記の内容等を勘案すると委任払に関する事務処理は不適切なも

のであったと言わざるを得ない。  

   この状態は、内部統制上、基本的要素のうち「情報と伝達」（「内部

統制ＧＬ」Ⅰ１（２）④）及び「ＩＣＴ（情報通信技術）への対応」
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（組織目的を達成するために予め適切な方針及び手続を定め、それを

踏まえて、業務の実施において組織の内外のＩＣＴに対し適切に対応

すること）（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１（２）⑥）について問題がある。  

２．本件に関する提言  

(1) 職員倫理規程の改定について  

   「第３の２  １．評価（１）」に関連し、当事者による規定について

の十分な理解と把握による適正な判断をもたらすために、南島原市職

員倫理規程（平成 31 年４月 25 日訓令第 68 号）第４条（禁止行為等）

第２項に「利害関係者から金銭の貸付を受けること」に加えて「利害

関係者に対し金銭の貸付を行うこと」を明文化して規定すべきである

と提言する。  

(2) 内部統制制度の導入と実施について  

   地方自治体は「住民の福祉の増進を図る」という基本的な達成目的

があり、地方自治法（以下「法」という。）第２条第 14 項は「地方公

共団体はその事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努める

とともに最小の経費で最大の効果を上げるようにしなければならな

い」と規定している。  

   法第２条第 14 項の趣旨に従えば、事務の執行が法令に適合し、かつ

適正に行われることを確保する体制、すなわち内部統制を整備するこ

とは、すべての首長に求められている義務と考えられる。（「地方自治

体の内部統制整備」（土田義徳著）Ｐ 57）。 

   以下「内部統制ＧＬ」に沿って、前出の評価を踏まえて説明する。 

   地方公共団体における内部統制とは、住民の福祉の増進を図ること

を基本とする組織目標が達成されるよう、行政サービスの提供等の事

務を執行する長、自らが組織目的の達成を阻害する事務上の要因をリ

スクとして識別及び評価し、対応策を講じることで事務の適正な執行
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を確保することであると考えられる（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１）。  

   内部統制には次の４つの目的がある（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１（１））。

なお、[ ]内は、上述の「第３の２  １．評価」との関係を示している。  

   ①業務の効率的かつ効果的な遂行（業務の目的達成に向け効率的か

つ効果的にその業務を遂行すること）（法第２条第 14 項及び第 15

項）  

   ②報告の信頼性の確保（組織の財務報告又は非財務報告に重要な影

響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を組織内外に向けて確保

すること）（法第 211 条、法第 233 条）  

   ③業務に関わる法令等の遵守 [第３の２ １．評価（１）、（２）参照 ]

（法第２条第 16 項）  

   ④資産の保全（資産の取得、使用及び処分が正当な手続及び承認の

下に行われるよう資産の保全を図ること）（法第 237 条第１項）  

このうち②については、法第 233 条との関係において令和５年度決

算が、議会において不認定とされたことは、問題となると考えられる。  

   次に、内部統制を有効に機能させるため構成される６つの基本的要

素がある（「内部統制ＧＬ」Ⅰ１（２））。  

   ①統制環境 [第３の２ １．評価（１）参照 ] 

   ②リスクの評価と対応 [第３の２ １．評価（２）参照 ] 

   ③統制活動（長の命令及び指示が適切に実行されることを確保する

ために定められた方針及び手続）  

   ④情報と伝達[第３の２ １．評価（１）、（２）参照 ] 

   ⑤モニタリング（内部統制が有効に機能していることを組織的に評

価するプロセス）  

   ⑥ＩＣＴ（情報通信技術）への対応 [第３の２ １．評価（３）参照 ] 

   上記のうち②については、リスク評価の対象となるリスクには不正
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に関するリスクも含まれる。違法行為や不適切な事務処理の結果、住

民からの信頼を失墜させる可能性について、検討が必要であるとして

いる。  

   さらにガバナンスとは透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行う

ための仕組みをいう。そして長の役割は自ら構築する内部統制の強化

を図るとともに、地方公共団体の予算の調製や議会に議決された予算

の執行を適切に行い、議会や住民に対する説明責任を果たすことが含

まれている（「内部統制ＧＬ」Ⅰ４）。  

   南島原市にとって喫緊の課題である適法かつ適正な行政執行に対

する市民をはじめとする利害関係者の信頼回復のため、さらに今後の

住民の福祉の増進を図るために、上述の「内部統制ＧＬ」を踏まえ、

重要かつ必要な範囲で、内部統制の導入。整備と実施に速やかに取り

組まれることを本件に関する提言の締めくくりとする。  

３．引用資料 

○南島原市職員倫理規程（平成 31 年４月 25 日訓令第 68 号）（抜粋）  

(定義等 ) 

第 2 条 この訓令において「職員」とは、地方公務員法 (昭和 25 年法

律第 261 号)第３条第２項に規定する一般職に属する職員をいう。 

2～4 省略  

5 この訓令において「利害関係者」とは、職員が職務として携わる次

の各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号に定める者 (職員を除

く。)をいう。ただし、職員の職務との利害関係が潜在的なものにと

どまる者又は職員の裁量の余地が少ない職務に関する者を除く。  

(1) 省略 

(2) 補助金等 (南島原市補助金等交付規則 (平成 18 年南島原市規則第

35 号)第２条第１項各号に規定する補助金等をいう。)を交付する事
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務 当該補助金等の交付を受けて当該交付の対象となる事業を行っ

ている事業者等又は特定個人、当該補助金等の交付の申請をしてい

る事業者等又は特定個人及び当該補助金等の交付の申請をしようと

していることが明らかである事業者等又は特定個人  

(3)～(7) 省略 

6～9 省略  

(禁止行為等) 

第 4 条 職員は、次に掲げる行為を行ってはならない。  

(1) 利害関係者から金銭、物品又は不動産の贈与 (せん別、祝儀、香

典、供花その他これらに類するものとしてされるものを含む。)を受

けること。  

(2) 利害関係者から金銭の貸付け (業として行われる金銭の貸付けに

あっては、無利子のもの又は利子の利率が著しく低いものに限る。)

を受けること。  

(3) 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で物品又は不

動産の貸付けを受けること。  

(4) 利害関係者に債務の弁済、担保の提供又は保証をさせること。  

(5) 利害関係者から又は利害関係者の負担により、無償で役務の提供

を受けること。  

(6) 利害関係者から未公開株式 (金融商品取引法 (昭和 23 年法律第 25

号)第２条第 16 項に規定する金融商品取引所に上場されておらず、

かつ、同法第 67 条の 11 第１項の店頭売買有価証券登録原簿に登録

されていない株式をいう。 )を譲り受けること。  

(7) 利害関係者から供応接待を受けること。  

(8) 利害関係者と共に遊技又はゴルフをすること。  

(9) 利害関係者と共に旅行 (公務のための旅行を除く。)をすること。 
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(10) 利害関係者をして、第三者に対し前各号に掲げる行為をさせる

こと。  

2 前項の規定にかかわらず、職員は、次に掲げる行為を行うことがで

きる。  

(1) 利害関係者から宣伝用物品又は記念品であって、広く一般に配布

するためのものの贈与を受けること。  

(2) 多数の者が出席する式典、総会その他の催物において、利害関係

者から記念品 (職員のみに配布されるものを除く。 )の贈与を受ける

こと。  

(3) 職務として利害関係者を訪問した際に、当該利害関係者から提供

される自動車 (当該利害関係者がその業務等において日常的に利用

しているものに限る。 )を利用すること (当該利害関係者の事務所等

の周囲の交通事情その他の事情から当該自動車の利用が相当と認め

られる場合に限る。 )。  

(4) 職務として出席した会議その他の会合において、利害関係者から

茶菓の提供を受け、又は利害関係者と共に茶菓の飲食をすること。  

(5) 職務として出席した会議その他の会合において、利害関係者から

簡素な飲食物の提供を受け、又は利害関係者と共に簡素な飲食物の

飲食をすること。  

(6) 多数の者が出席する式典、総会その他の催物において、利害関係

者から飲食物の提供を受けること。  

3 職員は、利害関係者と共に自己の費用を負担して飲食をする場合

(職務として出席した会議又は打合せのための会合の際における簡

素な飲食の場合を除く。)であって、簡素な飲食以外の飲食として公

正な職務の執行に市民が疑惑や不信を抱くおそれがあるときは、あ

らかじめ倫理監督者に承認願 (様式第 1 号)を提出し、承認を得なけ
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ればならない。この場合において、やむを得ない事情により事前に

承認を受けることができない場合には、事後において速やかに理由

を付して承認願を提出しなければならない。  

4 第１項の規定の適用については、職員 (同項第 10 号に掲げる行為  

にあっては、同号の第三者。以下この項において同じ。)が利害関係

者から、物品若しくは不動産を購入した場合、物品若しくは不動産

の貸付けを受けた場合又は役務の提供を受けた場合において、それ

らの対価がそれらの行為が行われた時における時価よりも著しく低

いときは、当該職員は、当該利害関係者から、当該対価と当該時価

との差額に相当する額の金銭の贈与を受けたものとみなす。  

○南島原市長等政治倫理条例（平成 31 年３月 28 日条例第２号）（抜粋） 

(政治倫理基準 ) 

第 3 条 市長等は、公職にある者に対して適用される法律のほか、次

に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。  

(1) 市民全体の奉仕者として人格と倫理の向上に努め、品位と名誉

を損なうような一切の行為を慎み、その職務に関し不正の疑惑を

持たれるおそれのある行為をしないこと。  

(2)～(7) 省略 

○「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（平

成 31 年３月、令和６年改定  総務省）」（「内部統制ＧＬ」）  

  添付資料「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドラ

イン」（抜粋）のとおり  

 

 

第３の３ 安永委員による評価及び提言  

１ 本件の特徴  
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  本件において認定された事実を通覧すると、本件は単なる補助金事務

の誤りや会計処理上のミスとして捉えるべき事案ではなく、多数の関係

者が関与しながらも十分な検討が行われないまま意思決定が進められ

た事案であったといえる。 

   特に、補助金 9,000 万円の概算払及び委任払という南島原市におい

て極めて例外的な事務処理が行われたにもかかわらず、その必要性、相

当性及びリスクについて組織的な検討が十分行われたことを裏付ける

資料は確認できなかった。  

２ 組織的な問題  

  第三者委員会による調査の結果、一定数の職員が委任払や概算払につ

いて問題意識を有していたことが認められた。  

  しかしながら、その懸念が意思決定過程において十分に反映されるこ

とはなかった可能性が高い。その結果、職員による問題提起や実施に伴

うリスクについて十分な検討資料を残さないまま支出が実行された。  

  この点からすると、本件の問題は個人の判断のみに帰することはでき

ず、組織として慎重な検討及び異論の集約を行う機能が十分に機能しな

かったことにあると考えられる。  

３ 本件において重視すべき事項   

 本件調査において特に重視すべき事実は次の３点である。  

 (1) 貸付金の存在  

補助金申請者である株式会社エバーグリーンに対し、副市長及び観

光振興班長が合計 3,000 万円を貸し付けていた事実が認められた。当

該貸付金の存在は、本件補助事業の必要性や相当性について客観的か

つ公正な判断がなされたのかとの疑念を市民に抱かせる事情であった

といわざるを得ない。  

 (2) 極めて異例な支払方法  
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   本件では、多額の概算払、元請会社Ｄ社への委任払が併用されてい

る。第三者委員会において 2,000 万円を超える多額の同種事例は確認

されていない。  

   したがって、本来ならば、より慎重な検討が要請されるべきもので

あったといえる。  

 (3) 検討過程の記録不足  

   本件調査において最も困難であった点は、なぜその判断が行われた

のかを示す客観的資料が乏しかったことである。概算払及び委任払に

ついて、どのような選択肢が検討されたのか、なぜ概算払及び委任払

を選択したのか、リスクをどのように評価したのか等を示す資料は限

定的であった。  

   これら検討過程の記録不足により事後的な検証にも支障が生じて

いるといえる。  

 (4) 小括 

   繰り返しになるが、本件は単に概算払及び委任払の適否のみが問題

となる事案ではない。むしろ異例な行政判断を行う際に、その判断理

由及び検討過程を記録として残しておくことの重要性を示すもので

ある。また組織内部において異論や懸念を表明した職員がいた場合に

は、異論や懸念を真摯に受け止め、意思決定過程に反映させる姿勢が

必要である。本件で失われた市民の信頼を回復するためには、結果の

みならず意思決定過程の透明化と記録化に重点を置いた再発防止策

が求められる。  

４ 本件に関する提言 

 以上を前提に、今後再発防止のために以下、提言する。  

(1) 補助事業者との利害関係を事前に確認する仕組み作り  

本件では、市職員による金銭貸付と補助金交付手続が並行して存在
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していた。このような状況は、結果として補助金交付の判断に影響を

与えなかったとしても、市民からは「貸付金の回収を容易にするため

補助金交付が進められたのではないか」との疑念を抱かせる要因とな

り得る。  

行政に対する信頼を維持するためには、実際の不正防止だけでなく、

このような疑念を抱かせる状況自体を回避する制度設計が必要である。 

そのため、補助事業者と職員又は特別職との間に利害関係が存在し

ないかを事前に確認し、利害関係が認められる場合には当該職員を担

当又は決裁過程から除外するなどの措置を講ずるべきである。  

(2) 経過メモの作成  

 本件では、補助金交付決定、要綱改正、概算払、委任払、支出命令、

会計課による疑義、実際の振込など、複数の重要な出来事が短期間に

連続して発生した。しかし、これらの出来事が当時から一つの経過と

して整理され、関係部署間で共有されていたとは評価し難い。 

 もっとも、すべての案件について詳細な時系列表を作成することを

義務付けると、現場の事務負担が過大となり、かえって形骸化するお

それがある。  

 そこで、一定額以上の補助金事業や、複数部署が関与する重要案件

については、原課において、簡易な経過メモを作成する運用を導入す

べきである。  

 経過メモには、少なくとも次の事項を記載することが望ましい。  

•  いつ、誰から、どのような相談・指示・連絡があったか  

•  どの部署と協議したか  

•  どのような資料を作成又は受領したか  

•  どの時点で決裁又は支出手続に進んだか  

•  未確認・未検討の事項が残っているか  
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この目的は「いつ、誰が、何を認識していたのか」が不明確になるこ

とを防ぐため、最低限の事実経過を記録しておくことにある。重要案

件において、簡易な経過メモを残すことは、関係者間の認識のずれを

防ぎ、後日の検証可能性を高めるために有効である。  

 (3) 補助事業者の資力・補助事業遂行能力の調査の強化  

補助事業者の資力・補助事業遂行能力に関する調査を強化すること

補助金制度は、事業そのものを支援する制度であり、資金繰りを救済

する制度ではない。しかし本件では補助事業者の資金繰りに応じて、

要綱改正、概算払、委任払の決裁が進んでいった可能性がある。そこ

で今後は、高額補助事業については、補助事業者から、資金計画、資

金繰り表、借入状況、工事契約書等を提出させ、資力や事業遂行能力

を基準に判断すべきである。  

   仮に事業遂行能力に疑問がある場合には、段階払い又は条件付き交

付（必要に応じて保証人の徴求その他の債権保全措置）を検討すべき

である。補助金の必要性だけでなく、補助事業者の実行能力を確認す

ることが再発防止につながる。  

 (4) 補助金交付後管理（追跡調査）の実施  

会計検査院や自治体の内部統制資料では、補助金の問題は交付時で

はなく、交付後に顕在化することが少なくないとされている。特に概

算払については交付後管理が交付前審査以上に重要であると考える。

補助金交付後も継続的に事業の進捗及び補助事業者の状況を把握して

いれば、問題の早期発見及び損害の拡大防止につながった可能性があ

る。 

そこで今後は、一定額以上の補助金については、実績報告を待たず、

定期的な現地確認、出来高確認、工程確認並びに補助金還付が必要と

なる事態に備え、補助事業者の経営状況・財産状況についても可能な
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限り継続的な把握に努めるべきである。  

 (5) 「おかしい」と言える組織風土の形成  

   誰かが「これは危ないのではないか」と思ったときに、言えない組

織であれば、同じことは必ず再発する。行政において求められるのは、

前例を踏襲することではなく、住民全体の利益のために適正な判断を

行うことである。そのため、  

•  管理職が異論を歓迎すること  

•  疑義や懸念を表明した職員を評価すること  

•  「リスクを指摘する」ことを重視すること  

を組織として徹底すべきである。  

 ５ 結論  

  本件を踏まえると、重要な公金支出に関する行政手続においては、結

論の正しさだけでなく、判断に至る事実経過が記録され、関係部署で共

有され、後日検証可能な状態に置かれていることが重要である。今後、

南島原市においては、既存の起案・決裁手続の中に前述の経過メモの他

に、本件のように前例のない案件であれば異例処理チェックシート、口

頭協議メモを組み込むことにより、重要案件における事実関係を見失わ

ない仕組みを整備すべきである。  

また、職員が疑義を述べることを適正な行政執行のための重要な行為

と位置付け、疑義を述べた職員の意見を徹底的に検討・検証する組織風

土を形成する必要がある。 

  行政の信頼は判断の結論のみならず、その過程を説明できることによ

って支えられる。本件を契機として南島原市においては現場で実施可能

な記録・共有・確認の仕組みを整備し、重要な公金支出に関する説明可

能性を高めるべきである。  
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第３の４ 当第三者委員会の評価及び提言  

以上のとおり、各委員は、文章表現の違いはあるが、南島原市サテライ

トオフィスに関する補助金の事務処理は不適切であったと評価した。  

南島原市においては、各委員の提言を参考にして、再発防止に努めてい

ただきたい。  

 

 

以上  
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第４ 委員会開催経過  

  令和７年  ３月２６日  第１回委員会開催（委員委嘱）  

  令和７年  ５月 １日  第２回委員会開催  

  令和７年  ６月 ３日  第３回委員会開催  

令和７年 ７月 １日   第４回委員会開催  

令和７年 ７月２２日   第５回委員会開催  

令和７年 ９月 １日   第６回委員会開催  

令和７年 ９月２９日   第７回委員会開催  

令和７年１０月２３日   第８回委員会開催  

令和７年１０月２７日   第９回委員会開催  

令和７年１２月 ４日   第１０回委員会開催  

令和７年１２月１０日   第１１回委員会開催  

令和７年１２月１５日   第１２回委員会開催  

令和８年 １月１３日   第１３回委員会開催  

令和８年 ２月１０日   第１４回委員会開催  

令和８年 ３月１９日   第１５回委員会開催  

令和８年 ３月２３日   第１６回委員会開催  

令和８年 ３月２６日   第１７回委員会開催  

令和８年 ４月１４日   第１８回委員会開催  

令和８年 ４月２０日   第１９回委員会開催  

令和８年 ５月２５日   第２０回委員会開催  

令和８年 ７月 ８日   第２１回委員会開催  

令和８年 ７月１５日   第２２回委員会開催  

令和８年 ８月３１日  第２３回委員会開催  

 

 

 

 

第５ 第三者委員会委員名簿  

 委 員 長  弁護士    大田
おおた

  真
まさ

和
かず

 （有明しまばら法律事務所） 

副委員長  弁護士   安永
やすなが

  大乗
だいじょう

 （安永法律事務所）  

委  員  公認会計士  八幡
やはた

  秀 昭
ひであき

 （八幡公認会計士事務所）  
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